
Ｐ５コーナーＰ５コーナー
（株）Ｐ５では、経営計画策定、保険・不動

産等の資産運用、相続対策業務、パソコ

ンの購入及び指導、貴社のホームページ

の作成・ドメインの取得、計算書類の公告

のお手伝いをしております。

令和5年分給与実態調査結果

国税庁は令和6年9月25日に「令和５

年分民間給与実態統計調査」結果を公

表しました。この結果の概略をお知ら

せします。

なお、この調査は、令和5年12月31日

現在の源泉徴収義務者（民間の事業所

のみ。国家･地方公務員等は入りませ

ん)に勤務している給与所得者（所得税

の納税の有無を問いません）を対象と

しています。なお、この調査は従事員

１人の事業所も対象となっています。

そして給与階級別、性別、年齢階層別

及び勤続年数別による給与所得者の分

布が示され、企業規模別（事業所の属

する企業の組織及び資本金階級別）に

給与の実態が分かるようにされていま

す。

令和5年12月31日現在の給与所得者数

は、6,000万人（対前年比1.7％増）で

日本の人口（1億2,400万人）のおおよ

そ半分の50％(18歳以上だと56％）が給

与所得者です。

また、令和５年中に民間の事業所が

支払った給与の総額は233兆円（同0.7

％増）で、源泉徴収された所得税額は

12兆円（同0.3％減）です。なお、財務

省主税局が公表している令和6年度の公

務員人件費(通常の給与等だけではない

かも知れませんが）は、290万人で人件

費総額は25.6兆円です。公務員の給与

等は、全体の1割(人数は5%）になりま

す。

給与所得者のうち年末調整を行った

者は、4,600万人（対前年比1.3％減）

で、このうち、配偶者控除又は扶養控

除の適用を受けた者は1,200万人で、扶

養人員のある者１人当たりの平均扶養

人員は1.40人となっています。

弊所では zoomを常時開いており
ます。

右のQRコードを読み込

みますとzoomに入るこ

とが出来ます。
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令和6年10月１日
年調減税額

9月は残暑が厳しく10月も続きそうで

す。特に先月の関西は、歴代の高温記

録を大幅に更新しています。

次の表は、気象庁で公表している東

京都（東京）と神奈川県（辻堂）の今

年の1月から9月まで月ごとの日平均気

温と最高気温の推移です。

2024年月ごとの気温の推移

気温の差は、流石に地域が近接して

いるので違いは僅かですが、大雑把に

比較しますと冬場は辻堂の方が高く､夏

場は東京の方が高くなっています。

今年の台風の発生件数は、5月の2個

をスタートに8月、9月がそれぞれ6個、

8個で､9月までで18号の台風が発生して

平均気温 最高気温 平均気温 最高気温

1月 7.1 15.6 8.0 18.6
2月 8.0 23.7 8.5 21.8
3月 9.6 28.1 10.2 25.0
4月 17.1 28.2 16.7 25.4
5月 20.0 29.0 19.5 27.6
6月 23.1 33.4 22.7 30.6
7月 28.7 37.3 27.7 35.8
8月 29.0 35.9 28.9 37.0
9月 26.6 35.1 26.9 34.1

東京 辻堂
2024
年

います。2000年以降で、5月に1号が発

生した年の年間の発生数は、

2020年 23個

2011年 21個

2009年 22個

2006年 23個

2001年 26個 です。

何の根拠もありませんが､今年は､後

5個程度の台風は発生しそうです。

今年から弊所のホームページ(HP)に

掲載しているこの事務所通信は、

PDFで掲載しております。それ以前は、

HTMLという言語に変換して

HPにアップしておりました。今年から

は殆ど紙と同様に見ることが出来るPD

Fにしております。このため､各種デー

タのリンクの貼り付けが簡単になりま

した。

次のQRコードをスマホなどで読み取

って戴ければHPにリンクします。

この通信のア

ンダーライン部

分は､ハイパーリ

ンクと言って、

元のデータにリ

ンクすることが

出来ます。

https://www.nta.go.jp/publication/statistics/kokuzeicho/minkan/gaiyou/2023.htm
https://www.nta.go.jp/publication/statistics/kokuzeicho/minkan/gaiyou/2023.htm
https://www.mof.go.jp/policy/budget/budger_workflow/budget/fy2024/seifuan2024/22.pdf
https://www.mof.go.jp/policy/budget/budger_workflow/budget/fy2024/seifuan2024/22.pdf
https://www.data.jma.go.jp/stats/etrn/index.php
https://www.data.jma.go.jp/yoho/typhoon/statistics/generation/generation_j.html


2024年10月の税務・総務予定

（税務）

＊特別農業所得者への予定納税基準

額等の通知 15日(火)

＊個人住民税第３期分の納付

市町村条例で定める日 通常月末

（総務他）

＊秋の厚生事業実施

＊第２期分労働保険料の納付

10月31日(木)まで

（口座振替日11月14日）

COVID-19関連のデータはホームページ
(HP)に掲載しております。

本年6月号（416号）でも取りあげた

内容の続報です。

相続した土地について、「遠くに住

んでいて利用する予定がない」、「管

理が必要で負担が大きい」といった理

由により、土地を手放したいというニ

ーズが結構あるそうです。このような

土地が管理できないまま放置されるこ

とで、将来、「所有者不明土地」が発

生することを予防するため、相続など

によって土地の所有権を取得した相続

人が、一定の要件を満たした場合に、

土地を手放して国庫に帰属させること

を可能とする「相続土地国庫帰属制

度」があります。

この相続土地国庫帰属制度は、令和

5年4月27日からスタートしています。

法務省の集計では今年の8月末までの申

請件数は2,588件で、国有化されたケー

ス(帰属件数）は782件(30％）だそうで

す。今年の1月までで国有化された件数

が120件(申請件数に対する割合は1割以

下）でしたから帰属件数は、今年にな

ってかなり増えています。

国有化された内の種目別では、次の

表のようになっています。なお、却下

件数は43件、不承認件数は38件で取下

げが374件と､ダントツに心変わり？と

いうか､取下げ件数が多くなっています。

なお、括弧内は国有化されている区

分が種類別となっているために、全く

イコールかどうか分かりませんが比較

のために合わせています。

これを見ますと、宅地は帰属されや

すく山林(森林）は、狭き門のようです。

年末調整

間もなく年末調整の季節になり、雇

用者の事務負担が増える季節です。今

年の年末調整は、定額減税の計算もあ

り、源泉徴収票の書き方にも気を付け

なければいけません。

そのなかで国税庁は9月24日、ウェブ

サイト上に「年末調整がよくわかるペ

ージ（令和6年分）」を開設し、「令和

6年分 年末調整のしかた」等を公表ま

した。

そこで「昨年と比べて変わった点

（定額減税）」として・・

令和６年分所得税の定額減税の

実施」さされたことから、令和６年

地目別等 申請件数 割合 帰属件数 割合

田・畑
(農用地）

967 37% 254 32%

宅地 924 36% 312 40%
山林(森林） 413 16% 27 3%
その他 284 11% 189 24%

2588 100% 782 100%

分所得税について、定額による所得

税の特別控除（以下「定額減税」と

いいます。）が実施されています。

年末調整の際には、年末調整時点

の定額減税の額（以下「年調減税

額」といいます。）を算出し、年間

の所得税額の計算を行います。

とされていて、ここでは年末調整時

の定額減税を「年調減税額」とよんで

います。

その中で、昨年末に配付されている

と思いますが、国税庁で作成している

「令和６年分給与所得に対する源泉徴

収簿」には、既に令和6年の各人の給与

等と源泉税額を記入されていると思い

ますが、年超減税額を書く欄がありま

せん。そこで余白部分に無理矢理か書

き込むか、国税庁のホームページで年

調減税額の控除等の計算に対応した①

「令和６年分年末調整計算表」又は②

「年末調整計算シート（令和６年用）

」を利用してください。

また9月24日に「令和6年分所得税の

定額減税Q&A(概要・源泉所得税関係）

」を更新し令和6年9月修正として既存

の7問を変更しています。

それ程大きな修正（変更）はありま

せんが、例えばQ2-1の「定額減税の

適用対象者」で、

令和6年分の年末調整(令和6年6月

1日以後に行うものに限ります。）

(注）の時に、給与の支払者に扶養

除等申告書を提出している人（右の

欄に掲げる人を除きます。）

と(注）が追加されています。

そしてこの(注)には、

年末調整は、給与の支払者がその

年最後の給与の支払の際に行うこと

とされています。このため、年調減

税は、その最後に支払をする日が令

和6年6月1日以後である給与（令和6

年分所得税に係るものに限りま

す。）について行うこととなります

とされています。

すなわち、年調減税をするのは、令

和6年分の年末調整に限られ、扶養控除

等申告書を提出している従業員等に対

して行います。そして、この年調減税

は、その最後に支払をする日が令和6年

6月1日以後である給与に限り行う、と

追記されました。

また、Q&A8-1（年調減税額）では、

年調減税は令和6年分の合計所得金額が

1,805万円以下の従業員等が対象で、そ

の従業員等から提出を受けた基礎控除

申告書等の記載から合計所得金額の見

積額を確認します。

しかし、基礎控除申告書等の提出が

ない場合には、従業員等から口頭やメ

ール等により合計所得金額の見積額を

確認し、年調減税の対象となるか判断

しても良いことにされています（他に

同9-1）。すなわち､分かれば書類がな

くてもＯＫだということで事実優先！

2024年10月の予定

１８日(金) 富士大学大学院

修士論文中間発表(花巻）

１９日(土) 関学税法研究会(小田原）
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（https://www.shonantax.jp/）
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